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令和２年度地方創生関係交付金について 

 

 
１ 地方創生関係交付金とは 

  地方創生関係交付金は、国が地域再生法に基づく法定交付金として、地方版総合戦

略に基づく地方公共団体の自主的かつ主体的に行う地方創生に効果のある事業のうち、

特に先導的な事業を支援するもの。 

・ソフト事業を中心とする「地方創生推進交付金」 

・ハード事業を対象とする「地方創生拠点整備交付金」 

の２つの交付金によって、内閣総理大臣の認定を受けた地域再生計画に基づく事業の

うち、地域間連携や政策間連携の要素を有する事業などに対して、最大で５年間にわ

たって対象経費の２分の１以内が交付される。 

 
２ 令和２年度事業 

   第２期「愛媛県版まち・ひと・しごと創生総合戦略」に位置付けている人口減少の

克服に向けた様々な施策に活用し、事業を実施。 

 

（１）地方創生推進交付金 

１２実施計画（129 事業）、約 7億 7,100 万円（交付金額） 

① 自転車新文化の推進              (12 事業:約 1億 500 万円) 

② 農林水産業活性化               (33 事業:約 1億 4,300 万円) 

③ 交流・定住推進                (27 事業:約 2億 300 万円) 

④ ローカルブランディング            (6 事業:  約 6,100 万円) 

⑤ スポーツと文化による地域活性化        (9 事業:  約 3,800 万円) 

⑥ 愛媛の営業推進                (11 事業:  約 7,600 万円) 

⑦ 若者定着                   (15 事業:  約 4,700 万円) 

⑧ 町 屋 ・ 古 民 家 を 活 用 し た 観 光 振 興(大 洲 市 と の 連 携 ) (1 事業:   約 200 万円) 

⑨ 移住・マッチング・起業支援          (2 事業:  約 3,200 万円) 

⑩ 未来技術活用推進               (3 事業:  約 2,000 万円) 

⑪ ものづくり推進                (11 事業:  約 4,100 万円) 

⑫ プロフェッショナル人材             (1 事業:   約 200 万円) 

※分割計上されている事業があるため、実事業数は 129 

 

（２）地方創生拠点整備交付金 

   1 事業、約 3,200 万円（交付金額） 

    ○県産業技術研究所「次世代通信規格対応試験研究施設」整備 

     ５Ｇ周波数帯に対応した信頼性の高い試験が可能となる実験室 

（５Ｇシールド室）の設置及び５Ｇ対応試験機器の整備 
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